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 １  議 会 の 沿 革  
 

 

１ 制 度 の 推 移 

（１）明治～昭和にかけて 

本県の議会（以下「県会」といい、昭和22年の地方自治法制定以

降は「県議会」という。）は、明治12年３月25日、第１回通常会が

横浜に招集されたのが始まりである。この時の県会は、明治11年７

月太政官布告の府県会規則に基づき、県下１区15郡から記名投票に

よって選出された47人の議員により構成されていた。 

当時は、議員の任期は４年（ただし２年ごとに半数改選）であり、

選挙も、地租の額により選挙人（５円以上）、被選挙人（10円以上）

が定められるいわゆる制限選挙で、県内有権者数もわずか３万１千

余人であった。また、地方議会の権限も少なく、当時の自由民権論

者が唱える自治には程遠いものであった。 

その後、約10年の間に、郡区の改編、町村の廃置分合等により県

会の議員定数に増減がみられ、県会の組織についても、常置委員制

の設置、区部会（明治22年、市部会と改称）・郡部会を置くいわゆ

る三部制の新設等数次の改正があった。 

明治32年、従来の府県制の全面的改訂がなされ、県会は、人口を

基準に議員定数を38人とし、各市町村を投票区に改め、議員の任期

を全部４年とし、また、常置委員制に代わり県会・市部・郡部に参

事会を置く等の措置がなされ、次第に議決機関としての整備が進め

られるとともに、有権者数も３万３千余人に増加した。 

以降、県経済の発展に伴い人口も増加し、議員定数も大正８年に

は40人に増加した。また、選挙権の納税要件撤廃を行った大正15年

のいわゆる普選断行の結果、有権者数は大正13年の８万９千余人か

ら、昭和３年には一躍28万２千余人に急増した。 

この間、昭和２年には、本県は他府県に先駆けて三部制を廃止し

ており、地方議会としての権能は、行政組織の充実と相まって著し

く拡充された。 

昭和初期から終戦前までは、人口の増加、郡の統廃合、新市の誕

生、横浜市内における独立選挙区の設置等により、昭和３年に41人



 

2 

だった議員定数は、昭和15年には47人になり、一方、有権者数も昭

和３年の28万２千余人が、昭和15年には37万余人に増加した。 

終戦後は、地方自治法の制定（昭和22年４月）により住民自治に

立脚した民主議会制度が確立され、これにより、地方議会は議決権

の拡張、機関委任事務に対する説明請求権、意見陳述権、監査請求

権等が与えられた。また、県議会においては、従来の参事会制に代

わって常任委員会、特別委員会を設置して部門別、専門的に案件を

審議することとなり、大幅に権限が強化され、議員定数も60人とな

った。 

翌昭和23年には、地方自治法の一部改正により地方議会の権限は

さらに拡張され、また、県議会に議会図書室を設置した。 

次いで昭和25年には、県議会の円滑な運営と各会派間の連絡調整

を図るため、内規により議会運営委員会を設置した。 

昭和26年には、議員定数は67人となり、以後、人口の急激な増加

に伴い、昭和34年には73人、昭和38年には80人、昭和42年には95人、

昭和50年には109人、さらに昭和54年４月の統一地方選挙には、定

数115人を擁する大規模な議会に発展した。 

 

（２）平成～令和６年度にかけて 

平成３年７月には、地方自治法の一部改正により議会が条例で議

会運営委員会を置くことができるようになったことに伴い、「神奈

川県議会委員会条例」の一部を改正し、議会運営委員会を設置した。 

平成５年２月には、常任委員会の予算審査機能を補完するため、

新たに予算総括審査会を設置した。 

平成８年３月には、議長の諮問に基づき、議会運営上の諸課題に

ついて幅広い見直しを行うため、議会運営委員会に議会改善のため

の検討委員会を設置した。 

平成９年５月には、予算及び予算関係の議案の審査を一層充実さ

せるため、従来の予算総括審査会に代わって、これらの議案を横断

的かつ多角的に審査する予算委員会を設置した。 

平成９年10月には、神奈川県議会議員定数等検討協議会を設置し、

県議会議員の定数等について検討を行ってきたが、平成10年３月、

「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙区において選挙すべ

き議員の数に関する条例の一部を改正する条例」を可決し、県議会

議員の定数を115人から107人へ８人削減することとし、平成11年４
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月の統一地方選挙から施行された。 

平成13年３月には、地方自治法の一部改正により政務調査費が法

制化されたことに伴い、「神奈川県議会政務調査費の交付等に関す

る条例」を制定した。 

平成14年６月には、地方自治法の一部改正に伴い、議員の派遣等

に関し、「神奈川県議会会議規則」及び「神奈川県議会委員会条例」

を改正し、委員会による委員の派遣について明文化した。 

平成15年３月には、議会運営委員会において、６月定例会から、

常任委員会についても特別委員会と同様に傍聴を認めることとし

た。 

平成16年３月には、委員会記録を議会図書室において閲覧に供す

るものとした。また、県政調査を実施するための県政調査審査会の

設置や調査を実施する際の手続等を定めた「神奈川県議会議員県政

調査実施要領」及び海外調査を実施する委員会の選定手続を定めた

「神奈川県議会海外調査実施委員会選定要綱」を制定した。 

平成17年５月には、議会運営委員会において、閉会中の１月、４

月、８月及び11月に、原則として常任委員会を開催するものとした。 

平成18年３月には、インターネットによる本会議録等の公開を始

めた。 

平成18年４月１日に、事務局が議会の政策立案機能等を補佐する

機関であることを明確に位置付けるため、事務局の呼称を議会局と

した。 

平成19年３月には、議長の諮問に基づき、議会に係る諸課題につ

いて幅広い見直しを行うため、議会改革検討会議を設置した。 

平成19年６月には、委員会配布資料を傍聴者に貸与するとともに、

議会図書室において閲覧に供するものとした。 

平成20年２月には、「神奈川県議会政務調査費の交付等に関する

条例」を改正し、同年４月から収支報告書に全ての領収書を添付し

て公開することとした。 

平成20年８月には、地方自治法の一部改正に伴い、議員の報酬に

関し、「県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例」

を改正し、報酬の名称を議員報酬に改めた。 

平成20年10月には、地方自治法の一部改正に伴い、議会活動の範

囲の明確化に関し、「神奈川県議会会議規則」を改正し、議案の審

査又は議会の運営に関し協議又は調整を行うための場として、団長
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会等を設置した。 

平成20年12月には、県民に開かれ、充実した県議会の実現のため、

議員・県議会の使命・役割や､県民・知事等と県議会の関係等､県議

会の基本となる事項を定めた「神奈川県議会基本条例」を制定した。 

平成21年10月には、「神奈川県議会定例会条例」及び「神奈川県

議会会議規則」を改正し、平成22年から、定例会の回数を毎年４回

から３回とし、会期日数について、おおむねの日数を定めていたも

のを、会期ごとに定めるよう改めた。この結果、年間の会期日数は

100日程度から200日程度に倍増した。 

平成23年12月には、本会議における一般質問について、年間質問

者数を40人から47人に増やし、付託の日を除き午前10時30分から開

始することとし、平成24年第１回定例会から実施した。 

平成24年12月には、地方自治法の一部改正に伴い、「神奈川県議会

政務調査費の交付等に関する条例」の名称を「神奈川県議会政務活

動費の交付等に関する条例」に改め、政務活動費を充てることがで

きる経費の範囲を条例上明確にした。さらに、神奈川県議会委員会

条例を改正し、常任委員の所属、特別委員の任期に係る規定を追加

した。 

平成26年３月には、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙

区において選挙すべき議員の数に関する条例」を改正し、県議会議

員の定数を107人から105人へ２名削減することとし、平成27年４月

の一般選挙から施行された。 

平成28年４月には、会議の記録について、速記法による速記を廃

止し、録音等により記録することとした。 

平成29年４月より、議会運営委員会並びに会議規則別表（第113

条の２関係）に掲げる会議の記録のほか、委員会県内県外調査報告

書をインターネットの公開対象とした。 

平成30年３月には、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙

区において選挙すべき議員の数に関する条例」を改正し、定数105

人を維持したまま、南足柄市と足柄上郡を一選挙区に強制合区した。 

平成31年３月には、「神奈川県議会委員会条例」を改正し、常任委

員会、議会運営委員会及び特別委員会を公開することとした。 

令和２年２月には、「神奈川県議会政務活動費の交付等に関する条

例」を改正し、政務活動費に係る会計帳簿等の写しについて情報公

開請求を行わずに閲覧できることとした。 

令和２年12月には、「神奈川県議会基本条例」を改正し、大規模な

災害その他の緊急事態への対応についての規定を追加した。 

令和３年７月には、「神奈川県議会会議規則」を改正し、女性を含
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めた多様な層の住民がより議会に参画しやすい環境を整備するた

め、議員の欠席事由の例示等を追加した。 

令和４年５月には、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選

挙区において選挙すべき議員の数に関する条例」を改正し、南足柄

市・足柄上選挙区の合区を見直し、南足柄市と足柄下郡を一選挙区

に強制合区し、足柄上郡を一選挙区とした。また、厚木市、愛川町

及び清川村を一選挙区に強制合区し、三浦市選挙区を公職選挙法第

271 条の規定に基づく特例の一選挙区として存置した。 

令和４年12月には、「県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手

当に関する条例」を改正し、長期欠席議員に対する報酬等の支給を

見直した。さらに、「神奈川県議会の保有する個人情報の保護に関

する条例」を制定し、議会における個人情報の適正な取扱いに関し

必要な事項等を定めた。 

  令和６年３月には、地方自治法の一部改正に伴い、地方議会に係

る手続のオンライン化に関し、「神奈川県議会会議規則」及び「神

奈川県議会委員会条例」を改正し、オンライン化のための必要な事

項等を定めた。また開かれた県議会を実現するため、配慮が必要な

方々が、安全・安心に議会を傍聴できるよう「多目的傍聴室」を設

置した。 

令和７年２月には、「神奈川県議会会議規則」を一部改正し、多

様な層の住民がより議会に参画しやすい環境を整備するため、会議

又は委員会の欠席事由について見直した。 

令和７年３月には、「神奈川県議会傍聴規則」を一部改正し、社

会情勢を踏まえた文言整理統合等を行った。 

令和８年３月には、「神奈川県議会会議規則」を一部改正し、多

様な人材の参画の観点から、産前産後に係る欠席の届出の対象期間

を出産予定日の６週間前から８週間前に見直した。 

令和８年５月には、他の都道府県議会における取扱いの状況等を

踏まえ、「神奈川県議会議員記章規程」を一部改正し、議員への記

章の支給方式を「貸与」から「交付」に変更した。 
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県議会議員選挙区数・議員定数の変遷 

 

選  挙  日 ／ 当選告示日 選挙区数 
法定定数上限 

(H23.7.31で廃止) 
定数 

昭和22年４月30日／５月10日 23 60 60 

昭和26年４月30日／５月３日 24 67 67 

昭和30年４月23日／４月28日 28 67 67 

昭和34年４月23日／４月30日 28 73 73 

昭和38年４月17日／４月25日 28 80 80 

昭和42年４月15日／４月20日 28 95 95 

昭和46年４月11日／４月14日 33 95 95 

昭和50年４月13日／４月16日 40 109 109 

昭和54年４月８日／４月11日 42 120 115 

昭和58年４月10日／４月14日 44 120 115 

昭和62年４月12日／４月15日 46 120 115 

平成３年４月７日／４月10日 46 120 115 

平成７年４月９日／４月12日 48 120 115 

平成11年４月11日／４月14日 48 120 107 

平成15年４月13日／４月16日 48 120 107 

平成19年４月８日／４月11日 47 120 107 

平成23年４月10日／４月13日 49 120 107 

平成27年４月12日／４月15日 49 － 105 

平成31年４月７日／４月10日 48 － 105 

令和５年４月９日／４月12日 47 － 105 

 
備考１ 地方自治法の一部改正（平成15年１月１日施行）により、人口区分に応じた

法定定数制度（条例により減少可能）から、人口に応じて上限を法定し、その
数を超えない範囲内で条例で定数を定める条例定数制度に改められた。なお、
本県は昭和53年より条例を制定している。 

  ２ 地方自治法の一部改正（平成23年８月１日施行）により、議員定数の法定上
限は撤廃された。 
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２ 戦後における議会活動のあらまし 

第１回県会以来の議会の活動史については、「神奈川県会史」に譲

ることとし、ここでは戦後の活動のあらましを、会計年度を追って

述べることとする。 

昭和20年度 

終戦後初の議会を開いたが、当時は終戦直後の最苦境期で、議決

した「食糧危機打開に関する建議」の「…喰うに食なく餓死してい

く者日にいくばくを算えるか…」という文面は、当時の世相を物語

っている。この年、議会の権限を強化すべしとの意見書を提出して

いるが、後に地方自治法に採用されている。 

昭和21年度 

食糧問題と悪性インフレに対する職員の給与問題が論議の的で、

財政的に異常な危機に直面し窮余の末、富くじ、競馬論も飛び出し

ている。 

昭和22年度 

公選第１回の内山知事のもとに県財政は「破局的頂点に達し」（提

案説明から）、これに対処するため、神奈川県県税賦課徴収条例の

改正案が提出され、原動機税、ミシン税等独立税の新設が議論の的

となり、議会に多くの反対が起こり大紛糾となった。当時は制度の

改革期で多数の条例を制定した。「歳入を確保せよ」「職員の待遇改

善は急務」との付帯意見は当時の意向を象徴している。 

昭和23年度 

内山知事は「…依然として財政好転の曙光を見出し得ず」と説明

しており、インフレの進行により予算は追加に追加を重ねていった。

６月定例会には、神奈川県電気協議会代表から直接請求による「神

奈川県電気ガス税賦課徴収条例廃止の件」が付議され、激論の末継

続審査となり、７月に臨時会を開いて同件の知事提案を相当修正し

て可決することにより決着した。９月にはアイオン台風が襲い災害

復旧費関係の審議が中心となり、昭和24年度当初予算案において、

災害の未然防止のため、道路、河川、砂防工事に重点を置くべしと

の意見を付した。 
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昭和24年度 

政府の経済９原則に基づき、県では職員の定数条例の改正案を提

出したが、県議会では行政刷新特別委員会を設けて審査した上、人

員整理は最小限にとどめること等を可決した。９月にはキティ台風

に襲われ臨時会を開いた。前年度に続いて災害と財源枯渇に追われ

た多難な年であった。 

昭和25年度 

横須賀市区域変更についての議案は、旧逗子町を分離するもので

あったが、特別委員会を設け臨時会まで開いた末、小差で可決した。 

シャウプ勧告による大規模な地方税法の改正に伴う「神奈川県県

税条例」案を修正可決した。公安条例案を激論の末可決し、昭和26

年度当初予算案には、教職員の給与、農・漁業用振興資金、住宅建

設、治安強化等についての意見を付した。 

昭和26年度 

６月定例会で、小学校教員を増員すべしとの付帯意見があり、８

月定例会で所要の提案がなかったため紛糾し、10月定例会で増員と

なった。事業場公害防止条例案を論争の末可決した。昭和27年度当

初予算案には、労働・県税関係事務の執行については十分留意する

よう意見を付した。 

昭和27年度 

この年、平和条約が発効したので、平和条約発効に伴う決議を行

った。また、県財政はようやく一応収支の均衡を保ち、幾分繰越金

を生ずる見通しをえて、８月定例会で県立図書館・音楽堂建設費が

提案され、一部を遺族援護対策費に回してこれを可決した。 

地方公営企業法の制定に基づく管理者の設置と組織を定める条

例の専決処分については、このような重要案件の専決については慎

重にせよとの意見を付して承認した。 

昭和28年度 

箱根観光会館の建設費を意見を付して可決し、遊興飲食税及び入

場税の国税移譲反対に関する決議を行った。警察制度、教育職員の

給与３本建ての問題が議論の的となった。 
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昭和29年度 

自治体警察と国家警察を都道府県警察に一本化するという警察

法の改正に伴う「警察組織に関する条例」案を審議し、激しい質疑・

討論を経た後可決した。この年、「神奈川県青少年保護育成条例」

案が提出され、修正の上可決した。逗子市と三浦郡を一選挙区に合

区する条例案は、論争の後可決したが、中郡西秦野村と足柄上郡上

秦野村を合併し西秦野町とする議案は否決した。 

昭和30年度 

熱海市泉地区との合併実現決議を行ったが、この年、自治紛争調

停委員の調停案を受託し、総理大臣の決定にゆだねた。また、政府

が国会に地方自治法の改正法案と地方財政再建促進特別措置法案

を提出したが、本県議会では、これを地方自治権を侵害する中央集

権化の法案であるとして反対決議をするとともに、この趣旨を貫徹

するため地方制度特別委員会を設置して活発な活動を展開した。 

昭和31年度 

かねて活発な反対運動をしてきた地方自治法改正問題は、特別市

制を削除した法案の成立で終止符を打った。 

昭和32年度当初予算案では、内山知事から、県政も逐次進歩繁栄

の道をたどり、この機に財政の許す限り積極的かつ果敢に施策を行

う旨の説明があった。論議の中心は川崎競馬場の売却問題、シルク

センター、アメリカ絹業貿易事情調査団派遣問題で、前年から検査

を継続してきた行政機構調査特別委員会は「出先機関を統合し、権

限を大幅に委譲すべし」との審査結果報告書を提出した。 

昭和32年度 

国家公務員の給与改正に伴い、「職員の給与に関する条例」案が

提出され、多くの論議を起こし、給与特別委員会を設置した。この

条例案はほとんど原案のとおり可決したが、「適当な機会に合理化

あるいは改訂を行うべし」との意見を付した。２月定例会に至って

もこの意見に基づく知事からの所要議案の提出がないため大紛争

を起こしたが、問題を次年度に持ち越した。 

国の地方制度調査会は、10月18日、府県制度に関して道州制につ

いての答申を行ったが、これは内容的には地方自治を著しく侵害す

る官治主義的なものであるとして、本県議会は、全国議長会を通じ
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て猛烈な反対運動を行い、これと呼応して地方制度調査特別委員会

でも熱心に調査研究を行った結果、この答申に断固反対する審査結

果報告を行った。 

昭和33年度 

懸案の「職員の給与に関する条例」案については、９月定例会で

知事から改正案が提出され、この問題に終止符を打った。 

駐留軍離職者の対策が急迫化してきたので、特別委員会を設置し

て活発な活動を開始した。 

また、県教育委員会と組合との間で妥結した、いわゆる勤評神奈

川方式が質問に取り上げられ論議の的となった。 

かねてから、全国議長会が運動してきた選挙区の任意合区が認め

られ、公職選挙法の改正に伴い、本県でも地方制度調査特別委員会

で選挙区をどのように画定すべきかについて審査を続けてきたが、

結論は従前の郡市別の原則どおりとなった。この年、昭和25年以来

継続事業として出版を重ねてきた神奈川県会史の刊行も第６巻を

もって一応完了した。 

昭和34年度 

鶴見川河口整備事業関係予算、県教育委員会委員の総辞職に伴う

新教育委員の選任同意、東洋化工株式会社横浜工場の火薬爆発事故

及び第二京浜国道の火薬トラック爆発事故、黒いジェット機Ｕ２型

機の不時着事件等が論議の的となった。 

昭和35年度 

箱根湖畔の伊豆箱根鉄道株式会社の有料道路買収議案が大論争

を起こし、また、第三京浜道路の県道認定議案も地元の強力な反対

があり、ともに継続審査となったが、２月定例会において、湖畔道

路については早雲山線も買収すべし等の意見を付し、また、第三京

浜道路は地元民に納得のいく方法を講ずべし等の意見を付して、そ

れぞれ可決した。 

昭和36年度 

高校生急増対策が本格的に取り上げられ、意見が続出し国に対し

ても意見書を提出した。また、水産公社に対する出資が問題となり、

設立・運営を十分指導監督すべしとの意見を付した。 
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昭和37年度 

商工労働常任委員会における最低賃金に関する請願の採択は、県

下に大きな反響を呼び、９月定例会まで尾をひいた。前年にも増し

て高校生急増対策が熱心な議題となった。また、12月定例会会期中

に日本カーリット横浜工場の火薬爆発事故が起こり、またも火薬事

故が問題となり、火薬対策の意見書を国に提出した。 

昭和38年度 

６月の改選により議会の活動は一層活発となり、相模川水系砂利

採取禁止緩和の陳情、辻堂演習場跡地を株式会社サイエンスランド

に利用させる問題は論争の的となり、辻堂演習場跡地利用について

は、県側の当初計画である都市公園にすべしとの意見書を国に提出

した。 

昭和39年度 

昭和電工の爆発、新潟地震による石油火災等の事故が発生した。

これに関連して、本県の工業地帯に対する事故防止、防災対策につ

いて活発な質疑が行われ、また、米軍機の相次ぐ墜落事故と原子力

潜水艦の横須賀寄港に伴い、県民の生命財産に与える問題が提起さ

れ、論議の焦点となった。 

昭和40年度 

４月以降の異常低温気象は全国的なもので、本県も農作物に相当

の被害を受けた。また、米軍機墜落事故があり、これらに対する意

見書を国に提出した。 

川崎で起きた住宅埋没事故は多数の犠牲者を出し、大都市の人口

激増に対する住宅対策が問題となった。 

２月定例会においては、三崎水産高校跡地売却問題、新庁舎落成

に伴う記念行事等経費について審議が難航した。 

昭和41年度 

昭和38年12月に着工した新庁舎が５月17日竣工し、近代的な議場

が完成した。 

６月定例会では、ＩＬＯ87号条約批准に伴う関係条例案の提出に

対し、活発な質疑が行われ、９月定例会では、風俗営業等取締法施

行条例の一部改正案が論議の的となり、結局、12月定例会において

「条例の施行に当たっては法改正の趣旨を体し、環境保全に万全を
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期するよう」との意見を付して可決した。 

さらに、建国記念日制定の問題が論議の焦点となった。 

昭和42年度 

６月定例会では、内山県政を引き継いだ津田新知事の政治姿勢、

異常渇水対策及び外郭団体の整理統合等について活発な質問・質疑

を展開した。 

９月定例会では、自衛隊適格者名簿作成反対についての請願の採

択をめぐって議事が紛糾し、会期を１日間延長するなど白熱した論

議を交わした。 

２月定例会では、私立学校等の父母負担軽減に関する条例制定に

ついての直接請求による議案が提出され、活発に議論を交わしたが

否決した。 

昭和43年度 

原子力艦艇の寄港問題、中小企業対策、都市開発問題などについ

て活発な論議を行った。 

２月定例会では、さきに自然閉会となった２月臨時会に関連して

本会議の運営方法をめぐり論議を行ったが、結局原子力艦艇の横須

賀寄港に関する緊急質問を行った。また、昭和44年度当初予算案に

関連し、湯河原有料道路の管理運営、相模川河川敷の管理等につい

て論議が沸騰した。 

昭和44年度 

この年発足した神奈川県内広域水道企業団議会議員の選挙を新

たに行った。 

９月定例会では、都市計画法施行の問題、大学・高校紛争等教育

問題などについて活発な論議を交わした。 

12月定例会では、神奈川県青少年保護育成条例の一部改正案、新

湘南港問題等について議論を行った。 

２月定例会では、昭和45年度当初予算編成方針の中で、特に都市

化対策、人間尊重の施策、行政の近代化・効率化等について議論が

集中した。 

昭和45年度 

社会的に公害問題が大きくクローズアップされ、特に９月定例会

は、公害県会といわれたように公害問題に論議が集中し、12月、２
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月の各定例会においても大きな問題として取り扱った。 

２月定例会では「良好な環境の確保に関する基本条例」案及び「神

奈川県公害防止条例」案を可決した。なお、これに関連して「神奈

川県公害防止条例」の改正案ほか１件の公害関係条例案が議員提出

されたが、いずれも否決した。また、伊勢原町の市昇格を可決した。 

昭和46年度 

６月定例会では、川崎市の政令指定都市問題、水質審議会問題等

について活発に議論した。 

９月定例会では、米軍機の墜落事故、成田空港闘争での応援派遣

警官の死傷事件に関する緊急質問を行った。また、海老名町・座間

町の市昇格を可決した。 

12月定例会では、南足柄町の市昇格を可決した。 

２月定例会では、「土採取規制条例」案を可決した。また、自然

保護問題を中心として農地の宅地並み課税問題、テレビ神奈川と広

報問題について白熱した論議を行った。 

なお、この年の10月には、有志議員により「日中国交回復神奈川

県議会議員懇談会」が発足した。また、２月には同様に「日朝友好

促進神奈川県議会議員懇談会」が、全国に先駆けて発足した。 

昭和47年度 

５月臨時会では、相模総合補給廠で修理された戦車等が直接ベト

ナムへ送られていたことが問題となり、緊急質問を行った。 

６月定例会では、新総合計画策定に関して、活発な質問を行った。

また、川崎市の政令指定都市移行及び海老名町、座間町、南足柄町

の市制施行に伴う「神奈川県議会議員の選挙区及び各選挙区におい

て選挙すべき議員定数に関する条例の一部を改正する条例」案が提

出されたが継続審査とし、翌年２月定例会で原案のとおり可決した。 

７月には、集中豪雨により県内各地で大きな被害を受けたので、

その災害復旧等に関し臨時会を開き、９月定例会では「自然環境保

全条例」案を可決した。 

２月定例会では、県営水道料金の改定に関する議案を可決した。 

昭和48年度 

５月臨時会では、池子弾薬庫への砲弾搬入等の基地問題、広域水

道企業団からの導水問題、大規模開発について緊急質問を行った。 

９月定例会では、アメリカ空母ミッドウェーの横須賀寄港、長沼
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訴訟における自衛隊違憲判決に起因する市の自衛隊員募集事務の

返上について質問を行った。横浜市が計画している金沢地先埋立て

についての賛成、反対の請願、陳情合わせて30件以上が提出された

が、継続審査とした。 

12月定例会では、折からの石油危機による灯油、トイレットペー

パーをはじめとする生活関連物資の品不足と価格暴騰対策につい

て熱心な議論を交わした。田中内閣の退陣を要求する決議案を可決

したのは異例のことであった。 

２月定例会では、冒頭、日本分析化学研究所の放射能測定データ

のねつ造、異常ともいえる物価上昇について緊急質問を行った。社

会、共産両党から、法人事業税率の引上げを目的とする「神奈川県

県税条例の一部を改正する条例」案が提出されたが、継続審査とし

た。 

昭和49年度 

６月定例会では、集中豪雨災害、公害対策について活発に論議し

た。 

９月定例会では、国土利用計画法、消費者行政等に質問が集中し、

独占禁止法の改正に関する意見書案を可決した。 

10月には、ラロック米海軍退役少将の発言に端を発した日本国内

への核持込み問題に関連して臨時会を開き、核積載問題と基地に関

する意見書案を可決した。 

12月定例会では、景気の停滞に起因した県内中小企業の経営危機

打開等について質問し、中小企業対策に関する３件の意見書案の可

決が目立った。 

２月定例会では、地方財政の危機下の予算編成問題、相次ぐ石油

コンビナート災害や直下型地震に関する防災対策に論議が集中し

た。 

昭和50年度 

６月定例会では、統一地方選挙後の初議会、革新県政・長洲知事

の登場が大きな関心を集めた。極度の財政難に今後どう対処すべき

かについて、活発な討議を行った。 

９月定例会では、知事の軽井沢発言に伴う福祉見直し論、行財政

制度の在り方等に論議が集中した。また、国際婦人年に当たり、婦

人の社会的地位の向上を図る決議案を可決した。 
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12月定例会では、県立学校の授業料や県営水道料金等各種使用料

及び手数料の改定に伴う条例案に論議が集中したが、県立学校の授

業料等の徴収に関する条例の改正案については結論が得られず、改

めて１月臨時会を開き、結局、改正案の一部を修正して可決し、県

立高校の授業料は月額1,800円になった。 

２月定例会では、昭和51年度当初予算案を全会一致で可決したが、

当初予算案を全会一致で可決したのは異例のことであった。また、

財政問題をはじめ高校入試選抜制度、長洲知事が提唱するシステム

転換とニューカラー等について熱心な論議を交わした。 

昭和51年度 

６月定例会では、新神奈川計画の策定、地方行財政、救急医療体

制などについて活発な質問を行った。また、第16次地方制度調査会

の答申に対して、地方議会議員の半数改選制反対に関する意見書案

を可決した。 

９月定例会では、台風17号の被害に対する対応策、ユーシン吊橋

事故、宮ヶ瀬ダム建設などに論議が集中した。 

12月定例会では、知事、副知事及び出納長の給与並びに議員の報

酬を改定する条例案が論議の焦点となったが、結局、原案のとおり

可決した。 

２月定例会では、昭和52年度当初予算案に関連して、新神奈川計

画、機構改革、勤務評定、公営事業を主に論議したが、結局、原案

のとおり可決した。 

昭和52年度 

６月定例会では、新神奈川計画、行財政問題等について活発な質

問を行った。 

９月定例会では、景気浮揚対策、新神奈川計画などに論議が集中

した。また、厚木基地から発進した米軍機の墜落事故に関する意見

書案、横浜新貨物線建設促進についての決議案などを可決した。 

12月定例会では、県立高校の授業料の値上げ、県営水道料金の値

上げ、法人事業税の超過課税などについて可決した。 

２月定例会では、新神奈川計画初年度の予算ということで昭和53

年度当初予算案を主に論議した。 

昭和53年度 

６月定例会では、行財政問題、雇用問題等について活発な質問を
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行うとともに、神奈川県国土利用計画等諸議案を可決した。 

９月定例会では、行財政問題、宮ヶ瀬ダム建設基本計画案などに

論議が集中した。また、宮ヶ瀬ダム関連地域整備に関する意見書案

などを可決した。 

12月定例会では、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙

区において選挙すべき議員の数に関する条例」案を可決し、その結

果、昭和54年４月の統一地方選挙から議員定数は115人となった。 

２月定例会では、昭和54年度当初予算案を主に論議したが、長洲

知事の任期満了の年に当たり、知事の政治姿勢に関する質問を多く

行った。 

昭和54年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新議会が構成されたが、改選後の

６月定例会では、「地方の時代」、「新神奈川計画」について活発な

論議を行い、「地方の時代」に関する「地方行財政の拡充整備に関

する意見書」案を可決した。 

９月定例会では、「神奈川県財政基金条例」案、「神奈川県県債管

理基金条例」案などを可決した。 

12月定例会では、諸物価高騰の折から、「公共料金の値上げ抑制

に関する意見書」案や「灯油対策に関する意見書」案を可決した。 

２月定例会では、1980年代幕開けの年に当たり、文化、教育、情

報公開など広範にわたる論議を行った。中でも「新年度予算案」、「権

限移譲」、「新神奈川計画・改定実施計画」などに関して多くの質問

を行った。昭和55年度一般会計当初予算案については、可決したが、

婦人総合センター（仮称）に関して意見を付した。 

また、その他の議案では、昭和54年度関係で県立高校授業料の値

上げ、昭和55年度関係で法人県民税の超過課税５年間延長などを可

決した。 

昭和55年度 

５月臨時会では、資源・エネルギー、人口の高齢化等の新しい諸

課題に対処するため、資源・消費者対策、高齢化社会対策特別委員

会など８つの特別委員会を設置した。 

６月定例会では、青少年非行防止、環境アセスメント等を中心に

論議した。 

９月定例会では、自然を守り、住みよい環境をつくるための施策
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として提出された「神奈川県環境影響評価条例」案に質問が集中し、

施行期日を原案の昭和56年４月１日から同年７月１日に修正して

可決した。 

12月定例会では、県営水道料金の改定、使用料及び手数料の改定

などの議案を可決した。 

２月定例会では、昭和56年度当初予算規模が一般、特別、企業を

合わせた総額で県政史上初めて１兆円を超え、700万人時代の県土

づくり、国際障害者年を迎えた総合福祉政策の推進等の諸施策の予

算案に対して、財政問題、教育問題、福祉問題について質問を活発

に行った。そして、昭和56年度一般会計予算案については可決した

が、「労働部関係の助成」及び「あすなろ計画」に関連して意見を

付した。 

昭和56年度 

５月臨時会では、本県議会議員として30年以上及び20年以上勤続

の議員に対し、初めて議員表彰を行った。また、ライシャワー元駐

日米大使の発言による核積載米艦船の日本寄港の問題に関し、「非

核三原則の堅持に関する意見書」案を可決した。 

６月定例会では、第２次臨時行政調査会の行政改革に関する問題、

「騒然たる教育論議」、基地問題等を活発に論議した。 

９月定例会では、行財政問題、情報公開制度等を論議し、飲食店

の営業騒音の規制を強化する「神奈川県公害防止条例の一部を改正

する条例」（通称カラオケ条例）案を、意見を付して可決した。 

12月定例会では、新神奈川計画改定等を論議した。 

２月定例会では、財政問題、教育問題、総合産業政策等について

活発に論議し、昭和57年度一般会計予算案を可決した。その他の議

案では、法人事業税の超過課税の延長、土木部の一部と建築部を改

組し都市部設置のための「神奈川県部設置条例の一部を改正する条

例」案等を可決した。 

昭和57年度 

６月定例会では、行政改革問題、情報公開制度、綱紀粛正等を論

議し、綱紀粛正、政治倫理の確立に関する決議案を可決した。 

９月定例会では、都道府県としては全国初となる「神奈川県の機

関の公文書の公開に関する条例」案を、原案の実施機関に議会を加

え、意見を付して修正可決した。 
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12月定例会では、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙

区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条

例」案を可決し、昭和58年４月の統一地方選挙における議員定数を

従来どおり115人とした。また、「ポスター掲示場に関する条例」案

についても可決した。 

２月定例会では、昭和58年度当初予算案を中心に、知事の政治姿

勢、行財政問題、教育問題、改定新神奈川計画、都市緑化問題など

について論議した。 

昭和58年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新人36人を含む115人の議員が誕

生した。 

６月定例会では、「警察官の職務に協力した者の災害給付に関す

る条例の一部を改正する条例」案や「戦艦ニュージャージー寄港に

関する意見書」案などを可決した。 

９月定例会では、県立高校建設、災害復旧、生活関連公共施設の

整備などを盛り込んだ予算案などを審議した。 

12月定例会では、県立高校の授業料や県施設の使用料等を改定す

る条例改正案を可決した。 

２月定例会では、１兆円を超える昭和59年度当初予算案などを審

議し、可決した。 

昭和59年度 

６月定例会は、会期を１日延長し、非核兵器県宣言問題をはじめ、

行財政、教育、環境、道路・交通、基地問題などについて活発な論

議を展開した。審議の結果、「神奈川非核兵器県宣言」を可決した

ほか、知事・議員等特別職給与報酬条例の改正案などを原案のとお

り可決した。 

９月定例会では、県立高校100校新設計画の推進、道路・橋りょ

う・街路の整備、災害復旧などを盛り込んだ昭和59年度一般会計補

正予算案などを審議し、可決した。 

12月定例会では、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律施行条例」案や法人事業税の超過課税措置をさらに延長する

ことなどを可決したほか、「原子力空母カールビンソンの横須賀寄

港に関する意見書」案を可決した。 

昭和59年12月には、新たに「知事の専決処分事項の指定について」
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を議決し、県営住宅の家賃若しくは割増賃料の支払等に係る訴えの

提起及び和解等を専決処分事項に指定した。 

２月定例会は、会期を１日延長し、昭和60年度一般会計予算案な

どを審議し、原案のとおり可決したほか、副知事に宮森、高瀬の両

氏を選任することに同意した。また、県職員の期末手当に25,000円

を加算したことについて活発な論議を行った。 

なお、この年の10月には、本県と友好提携をしている中国遼寧省

の人民代表大会代表団の一行が本県議会を訪問し、議長、副議長、

各会派代表者などと友好的な話し合いを行った。 

昭和60年度 

６月定例会では、行財政、新神奈川計画の改定、環境、指紋押捺

問題などについて活発に論議し、「池子弾薬庫への米軍家族住宅建

設促進に関する意見書」案などを可決した。 

９月定例会では、道路・橋りょう、河川の整備など公共事業を中

心とした昭和60年度一般会計補正予算案などを審議し、可決したほ

か、県職員の期末手当加算条項の削除を可決した。また、「東京湾

横断道路建設計画に関する意見書」案を可決した。 

12月定例会では、「円高に伴う不況業種救済に関する意見書」案

を可決したほか、「公立学校等における国旗掲揚及び国歌斉唱に関

する決議」案を可決した。 

２月定例会では、昭和61年度当初予算案や「かながわトラストみ

どり基金条例」案などを審議し、原案のとおり可決したほか、「県

立学校の授業料等の徴収に関する条例の一部を改正する条例」案を

可決した。 

昭和61年度 

６月定例会では、円高に関連して、財政見通し、中小企業対策な

どについて活発な論議を展開し、神奈川県国土利用計画の変更など

の議案を可決した。また、「神奈川県環境影響評価条例の的確な運

用に関する決議」案を可決した。 

９月定例会では、円高基調が続く中で、公共投資に重点を置いた

昭和61年度一般会計補正予算案や各種手数料、使用料、県営住宅家

賃を改定するための条例改正案などを可決した。 

12月定例会では、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙

区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条
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例」案を可決し、昭和62年４月の統一地方選挙における議員定数を

従来どおり115人とし、また、横浜市戸塚区が戸塚、栄、泉の３区

に分区されたことに伴い、選挙区数は44選挙区から46選挙区となっ

た。 

２月定例会では、第２次新神奈川計画の初年度に当たる昭和62年

度当初予算案を、原案のとおり可決した。 

昭和62年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新人27人を含む115人の議員が誕

生した。 

６月定例会では、県税収入確保の見通し、雇用問題、県内産業の

振興などについて活発な論議を展開し、「本県経済の活性化を図る

決議」案などを可決した。 

９月定例会では、道路・橋りょう、河川の整備など公共投資に重

点を置いた昭和62年度一般会計補正予算案などを可決した。 

12月定例会では、地価高騰の問題に伴い、行財政制度調査特別委

員会で地価対策を検討することとした。 

２月定例会では、第２次新神奈川計画の積極的展開を図る昭和63

年度当初予算案を、原案のとおり可決した。 

昭和63年度 

５月臨時会では、地価対策、道路網整備、自然環境の保全整備、

第53回国民体育大会の推進、余暇活動（レクリエーション）振興対

策等の新しい諸問題に対処するため、今までの特別委員会に新たな

付議事件を加え、また、新たにスポーツ振興対策特別委員会を設置

した。 

６月定例会では、税制改革等を中心に論議し、大型間接税導入に

反対する請願23件が提出され、「税制改革に関する意見書」案など

を可決した。 

９月定例会では、都市基盤整備、厚木基地問題、ＮＬＰ硫黄島移

転問題等を論議した。「天皇陛下のご快癒に関する決議」案を、都

道府県議会では全国で初めて可決した。 

12月定例会では、「国庫補助負担率の復元を求める意見書」、「政

治改革の促進についての意見書」など10件の意見書案を可決した。 

１月臨時会（第１回）では、１月７日に崩御された昭和天皇の御

冥福をお祈りし、弔詞案を可決した。 



 

21 

１月臨時会（第２回）では、直接請求に基づく「神奈川県私学助

成条例」案を否決した。 

２月定例会では、消費税、公共料金改定、税制改革、ゴルフ場建

設などについて論議した。「消費税法の施行に伴う使用料の額の改

定等に関する条例」案を、一部修正（県営水道料金のみ７月１日実

施）して可決した。平成元年度当初予算案、土曜閉庁関連の「神奈

川県の休日を定める条例」など45議案を原案のとおり可決した。ま

た、任期満了に伴う宮森、高瀬両副知事の再任に同意した。 

平成元年度 

５月臨時会では、「神奈川県県税条例の一部を改正する条例」な

ど５議案を可決した。 

６月定例会では、財政問題や消費税法、中国情勢、首相の女性問

題などを活発に論議し、「神奈川県県税条例の一部を改正する条例」

など14議案を可決した。 

９月定例会では、サーフ’90、都市基盤整備、基地問題、消費税法

などについて論議し、平成元年度一般会計補正予算案など26議案を

可決した。 

12月定例会では、法人県民税と法人事業税の超過課税問題、地震

対策、登校拒否増への対策などについて論議し、神奈川県青少年保

護育成条例の有害図書規制対象にビデオを加えるための一部改正

条例、法人二税の見直しを図る「神奈川県県税条例の一部を改正す

る条例」など17議案を可決した。 

２月定例会では、フロンガス対策・緑の保全などの環境問題、ゴ

ミの減量化、交通問題、高齢者対策などについて論議した。平成２

年度当初予算案、都道府県で初めてプライバシーの保護を図る「神

奈川県個人情報保護条例」など41議案を可決した。 

平成２年度 

５月臨時会では、本会議開会に先立ち、議場で初めて神奈川フィ

ルハーモニー管弦楽団の演奏が行われた。 

６月定例会では、ゴルフ場建設、厚木のＮＬＰ問題、交通問題な

どを論議した。 

９月定例会では、首都圏第３空港問題、県西部地震対策などにつ

いて、活発に論議したほか、議員提出による、良好な都市景観を維

持するため、ポスターなどを電柱に表示することを禁止する「神奈
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川県屋外広告物条例の一部を改正する条例」案などを可決した。 

12月定例会では、会期を１日延長し、第２次新神奈川計画実施計

画の改定などについて活発に論議したほか、「神奈川県議会議員の

定数、選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条

例の一部を改正する条例」案を可決し、平成３年４月の統一地方選

挙における議員定数を従来どおり115人とした。 

２月定例会では、第２次新神奈川計画・改定実施計画の初年度に

当たる平成３年度当初予算案を原案のとおり可決した。 

平成３年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新人28人を含む115人の議員が誕

生した。 

６月定例会では、地方自治法の一部改正により議会が条例で議会

運営委員会を置くことができるようになったことに伴い、「神奈川

県議会委員会条例」の一部を改正し、議会運営委員会を設置した。 

９月定例会では、財政問題、知事の政治姿勢、都市基盤整備、廃

棄物問題などについて論議し、母子保健センター廃止に関する「神

奈川県病院事業の設置等に関する条例」の改正案などを可決した。 

12月定例会では、財政、教育・文化、環境、福祉問題など県政の

各分野にわたる課題について論議した。 

２月定例会では、一般、特別、企業を合わせた総額で県政史上初

めて２兆円を超えた平成４年度当初予算案や「かながわトラストみ

どり基金」による緑地買入れの第１号となる「つるま自然の森」の

取得費などを含む一般会計補正予算案など平成３年度関連の議案

を原案のとおり可決した。 

平成４年度 

６月定例会では、国際貢献策、地球環境問題、学校週５日制など

を論議した。 

９月定例会では、景気対策を中心とした県政史上最大規模の606

億円余の平成４年度一般会計補正予算案を可決するとともに、拡声

機を使用した暴力的な騒音に的確に対応するために「拡声機の使用

による暴騒音等の規制に関する条例」案などを可決した。 

12月定例会では、景気対策のための追加の平成４年度一般会計補

正予算案を可決した。また、県営水道料金改定のため「県営上水道

条例」改正案や県立施設の使用料などを改定するため関係条例の改
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正案を可決した。 

２月定例会では、財政問題、景気対策、都市基盤整備、福祉など

について論議を展開した。なお、この定例会から、新たに予算総括

審査会を設置し、２つ以上の常任委員会に関係する予算案などを総

括的、横断的に審査した。 

また、財団法人への出えん金などを減額する平成５年度当初予算

案に対する修正案が提出されたが、修正案を否決し、原案のとおり

可決した。 

平成５年度 

６月定例会では、景気対策、環境問題、国際貢献などについて論

議した。また、公職選挙法の改正に伴い、「神奈川県議会議員及び

神奈川県知事の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例」案

などを可決し、会期を４日残して閉会した。 

９月定例会では、景気対策を中心とした平成４年度に次ぐ実質県

政史上２番目の規模の516億円余の平成５年度一般会計補正予算案

のほか、「神奈川県立公文書館条例」案などを可決した。また、岡

野町合同庁舎工事請負契約の締結についての議案の撤回を承認し

た。 

12月定例会では、国の緊急経済対策に伴う景気対策としての追加

の補正予算案を可決した。 

２月定例会では、政府予算案の可決の遅れから会期を２月21日か

ら３月29日までとし、財政問題、景気対策、高齢者福祉、教育問題

などを論議し、平成６年度当初予算案を原案のとおり可決した。 

平成６年度 

６月定例会では、景気対策、環境問題、医療・福祉などについて

論議した。また、環境基本法の制定に伴い、環境問題を総合的に審

議する神奈川県環境審議会を設置するための条例案を可決した。 

９月定例会では、景気対策を中心とした363億円余の平成６年度

一般会計補正予算案を可決した。 

12月定例会では、平成７年４月の統一地方選挙に伴う選挙費を含

む平成６年度一般会計補正予算案のほか、「神奈川県議会議員の定

数、選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例

の一部を改正する条例」案を可決した。この定数条例により、平成

７年４月の統一地方選挙における議員定数は従来どおり115人と定
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められ、横浜市港北区及び緑区が港北区、緑区、青葉区及び都筑区

の４区に再編されたことに伴い、選挙区数は46選挙区から48選挙区

となった。また、「神奈川県議会からのメッセージ決議－ガンバレ！

神奈川の子どもたち－」などを可決した。 

２月定例会では、１月17日に発生した阪神・淡路大震災に関連し、

「阪神大震災（兵庫県南部地震）の緊急災害対策及び地震防災対策

の抜本的見直しを求める意見書」案や「阪神大震災（兵庫県南部地

震）に関する決議」案を可決するとともに、本県の地震防災対策に

ついて集中した論議を展開した。 

平成７年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新人40人を含む115人の議員が誕

生した。 

６月定例会では、岡崎知事が所信表明を行い、県政運営の考え方

を示した。また、サリン等の特殊危険物質の処理等に関する業務を

警察業務手当の支給対象に加えるための一部改正条例など８議案

を可決した。 

９月定例会では、景気対策を中心とした総額1,218億円余の平成

７年度一般、特別、企業会計補正予算案など25議案を可決した。 

12月定例会では、議員提出による「政治倫理の確立のための神奈

川県議会の議員の資産等の公開に関する条例」案のほか、「知事、

副知事及び出納長の給与等に関する条例の一部を改正する条例」案

及び「県議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一

部を改正する条例」案など35議案を可決した。 

２月定例会では、「神奈川県土地利用調整条例」案、「神奈川県立

かながわ県民活動サポートセンター条例」案、「神奈川県環境基本

条例」案など78議案を可決した。 

平成８年度 

６月定例会では、テレホンクラブ等営業等の規制を講じる「神奈

川県青少年保護育成条例の一部を改正する条例」案など10議案を可

決した。 

県議会の会派構成の変更により、９月定例会に先立ち、９月臨時

会を開いた。 

９月定例会では、総額218億円余の平成８年度一般、特別、企業

会計補正予算案など10議案を可決するとともに、「『地球環境戦略機
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関』の誘致を求める意見書」案などを可決した。 

12月定例会では、「神奈川県県営上水道条例の一部を改正する条

例」案を可決した。 

２月定例会では、「かながわ新総合計画21」スタートの年に当た

る平成９年度当初予算案のほか、「神奈川県職員定数条例の一部を

改正する条例」案や「市町村立学校職員定数条例の一部を改正する

条例」案など76議案を可決した。 

平成９年度 

６月定例会では、「2008年オリンピック競技大会及びパラリンピ

ック競技大会の横浜誘致に関する決議」案を可決するとともに、「神

奈川県環境影響評価条例の一部を改正する条例」案など11議案を可

決した。 

９月定例会では、総額４億円余の平成９年度一般会計補正予算案、

「神奈川県生活環境の保全等に関する条例」案など23議案を可決し

た。 

12月定例会では、「“かながわ・ゆめ国体”の成功に向けての決議

－21世紀への夢を託して－」を可決するとともに、「神奈川県県営

上水道条例の一部を改正する条例」案など20議案を可決した。 

２月定例会では、平成10年度当初予算案など88議案を可決すると

ともに、議員提出による「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各

選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正す

る条例」案を可決し、議員定数を115人から107人に減員するなどと

した。また、今年度から設置した予算委員会をこの定例会で開催し、

岡崎知事も出席して、予算案や予算関係議案を横断的かつ多角的に

審査した。 

平成10年度 

５月臨時会では、「選挙長等の報酬等に関する条例の一部を改正

する条例」案など２議案を可決した。 

６月定例会では、「神奈川県県税条例の一部を改正する条例」案

など８議案を可決した。また、「ロボリンピック（仮称）の誘致を

求める意見書」案などを可決した。 

９月定例会では、岡崎知事が、「本県財政は財政再建団体への転

落すら危惧される危機的状況であり、事務事業の抜本的見直しなど

を徹底的に行い、職員一同率先して県財政の再生に取り組む」と所



 

26 

信の一端を述べた。また、「税制改正に関する意見書」案を可決し、

議長が自治大臣にこの意見書を直接提出した。さらに、補正予算案

など20議案を可決した。 

12月定例会では、「神奈川県部設置条例等の一部を改正する条例」

案など23議案を可決したが、議員提出による「神奈川県環境基本計

画の進行管理及び神奈川県環境管理システムの推進等に関する条

例」案は否決した。また、「2000年主要国首脳会議（サミット）の

誘致に関する意見書」案を可決した。 

２月定例会では、一般、特別、企業を合わせた総額で前年度比7.3

パーセントの減となる平成11年度当初予算案など81議案を可決し

たほか、「古都鎌倉の世界遺産への登録実現に関する決議」案など

を可決した。 

平成11年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新人26人を含む107人の議員が誕

生した。 

６月定例会では、岡崎知事が２期目の県政に臨むに当たっての決

意を表明した。また、「神奈川県介護保険審査会の公益代表委員の

定数等に関する条例」案など６議案を可決した。 

９月定例会では、補正予算案など14議案を可決したほか、「綱紀

粛正に関する決議」案などを可決した。 

12月定例会では、補正予算案や地方分権一括法関係の条例など43

議案を可決した。 

２月定例会では、平成12年度当初予算案や情報公開条例など98議

案を可決した。 

平成12年度 

５月臨時会では、「知事、副知事及び出納長の給与等に関する条

例の特例に関する条例」案を可決した。 

６月定例会では、補正予算案など17議案を可決した。 

９月定例会では、岡崎知事が、さまざまな行政課題に県がその責

務を果たすためには新たな財源確保の方策を見出していくことが

課題であり、税制改革のグランドデザインを示すとともに、法人の

県民税及び事業税に係る超過課税を５年間延長したいと述べた。ま

た、補正予算案など21の議案を可決した。 

12月定例会では、岡崎知事は法人課税の法定外普通税の創設につ
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いて早急に成案をまとめる考えを述べた。また、県議会議員の期末

手当の削減措置など37議案を可決したほか、議員全員が提出者とな

って「夢と希望あふれる21世紀の神奈川を創るために」を決議した。 

２月定例会では、平成13年度当初予算案や「神奈川県臨時特例企

業税条例」案、議員提出による「神奈川県議会政務調査費の交付等

に関する条例」案など86議案を可決するとともに、「『ロボフェスタ

神奈川2001』開催の成功及び持続的な科学技術振興に向けての決

議」案を可決した。 

平成13年度 

６月定例会では、岡崎知事が、今年度を行政システム改革の第２

ステージ初年度として、長期目標を前倒しして行政サービスの質的

な向上に努める考えを示した。また、「神奈川県情報公開条例の一

部を改正する条例」案など11議案を可決した。 

９月定例会では、初日に「アメリカ合衆国における同時多発テロ

事件に関する決議」案を可決した。また、議員提出による「政治倫

理の確立のための神奈川県議会の議員の資産等の公開に関する条

例の一部を改正する条例」案や補正予算案など22議案を可決した。 

12月定例会では、本会議初日の冒頭で、皇孫殿下ご誕生の祝意を

表明する賀詞案２件を可決した。また、「神奈川県プレジャーボー

トの保管場所に関する条例」案など38議案を可決した。 

２月定例会では、平成14年度当初予算案や「男女共同参画推進条

例」案など88議案を可決した。 

平成14年度 

５月臨時会では、「中国瀋陽日本総領事館における亡命者連行事

件の早期解決を求める意見書」案を可決した。 

６月定例会では、地方自治法の一部改正等に伴い「神奈川県議会

会議規則」及び「神奈川県議会委員会条例」の一部改正案を可決し、

議員派遣に関する規定等を整備した。また、ディーゼル車の運行規

制などを内容とする「神奈川県生活環境の保全等に関する条例の一

部を改正する条例」案を継続審査としたほか、21議案を可決した。 

９月定例会では、６月定例会で継続審査とした議案を審査し、運

行規制違反に係る罰則などに修正を加えて可決したほか、補正予算

案など27議案を可決した。 

12月定例会では、「県立保健福祉大学条例」案など27議案を可決
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したほか、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙区におい

て選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例」案を可

決し、議員定数を従来どおり107人とするなどとした。 

会派構成の変更により、２月定例会に先立ち２月臨時会を開いた。 

２月定例会では、平成15年度当初予算案、「消費生活条例の一部

を改正する条例」案など96議案を可決したが、議員提出による「神

奈川県新エネルギー推進条例」案は否決した。 

平成15年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新人29人を含む107人の議員が誕

生した。 

６月定例会では、松沢知事が所信表明を行い、今後４年間の県政

運営の考え方を示した。また、マニフェストをはじめ知事の政治姿

勢などについて論議した後、地方自治法第98条に基づく松沢知事の

選挙及び政治活動に関する検査特別委員会を設置した。 

９月定例会では、５月臨時会で不同意となっていた副知事の選任

について同意した。 

12月定例会では、「神奈川県暴走族等の追放の促進に関する条例」

案や「地球温暖化防止対策を県民総ぐるみで進める決議」案などを

可決した。また、今後の県政運営の総合的・基本的指針となる新総

合計画についてあらゆる角度から総合的、横断的に調査をするため、

総合計画調査特別委員会を設置した。 

２月定例会では、地方自治法第98条に基づく松沢知事の選挙及び

政治活動に関する検査特別委員会における知事の発言に関し緊急

質問が行われたが、３日後に知事が答弁するまで審議が中断し、こ

れにより会期を１日延長した。また、平成16年度当初予算案や「真

に県民のためになる総合計画の策定を求める決議」案などを可決し

たが、「特別職の秘書の職の指定等に関する条例」案は否決した。 

平成16年度 

５月臨時会では、地方自治法第98条に基づく松沢知事の選挙及び

政治活動に関する検査特別委員会における審査の経過及び結果の

報告を可決し、松沢知事の選挙及び政治活動に関する検査が終了し

た。また、「松沢知事の責任を問うとともに反省を求める決議」案

などを可決した。 

９月定例会では、議員提出による「神奈川県行政に係る基本的な
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計画を議会の議決事件として定める条例」案を昭和29年以来50年ぶ

りに可決・制定した。 

12月定例会では、「神奈川県犯罪のない安全・安心まちづくり推

進条例」案や「神奈川力構想・地域計画」案などを可決した。 

２月定例会では、平成17年度当初予算案などを可決した。なお、

水源環境保全施策に関わる「神奈川県県税条例の一部を改正する条

例」案については、松沢知事から撤回の申出があり、これを承認し

た。 

平成17年度 

６月定例会では、相模原市、津久井郡津久井町及び同郡相模湖町

の廃置分合などを可決した。 

９月定例会では、６月定例会から継続審査となっていた水源環境

保全施策に関わる「神奈川県県税条例の一部を改正する条例」案に

ついて、松沢知事から議案の変更が提出され、これを承認した後、

可決した。 

12月定例会では、相模原市、津久井郡津久井町及び同郡相模湖町

の廃置分合に伴う関係条例案などを可決したが、「神奈川県知事の

在任の期数に関する条例」案は否決した。 

２月定例会では、平成18年度当初予算案などを可決したほか、「相

模原市、津久井郡津久井町及び同郡相模湖町の廃置分合に伴う神奈

川県議会議員の選挙区及び選挙すべき議員の数の特例に関する条

例」案を可決し、相模原市選挙区及び津久井郡選挙区を合わせて相

模原市・津久井郡選挙区に変更し、選挙区数は48選挙区から47選挙

区となった。また、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙

区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条

例」案を可決し、次の一般選挙における議員定数を従来どおり107

人とするなどとした。 

平成18年度 

６月定例会では、相模原市及び津久井郡藤野町の廃置分合などを

可決した。 

９月定例会では、本会議初日の冒頭で、皇孫殿下ご誕生の祝意を

表明する賀詞案２件を可決した。また、相模原市及び津久井郡城山

町の廃置分合、「横浜・新潟の連携による『開港都市サミット』の

開催を求める決議」案などを可決し、「神奈川県景観条例」案につ
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いては、前文を追加するなどの修正をして可決した。 

12月定例会では、相模原市、津久井郡城山町及び同郡藤野町の廃

置分合に伴う関係条例案などを可決したが、知事の多選禁止を定め

た「神奈川県知事の在任の期数に関する条例」案及び議員提出によ

る「神奈川県地域防犯活動拠点設置推進条例」案は否決した。 

２月定例会では、平成19年度当初予算案などを可決したほか、「県

議会議員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部を改正

する条例」案や議員提出による「相模原市、津久井郡津久井町及び

同郡相模湖町の廃置分合に伴う神奈川県議会議員の選挙区及び選

挙すべき議員の数の特例に関する条例の一部を改正する条例」案を

可決した。また、地方自治法の一部改正に伴い、「神奈川県議会会

議規則」及び「神奈川県議会委員会条例」の一部改正案を可決し、

委員会の議案提出に関する規定等を整備した。 

平成19年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新人29人を含む107人の議員が誕

生した。 

６月定例会では、松沢知事が２期目の県政に臨むに当たっての決

意を表明した。また、「政治倫理の確立のための神奈川県議会の議

員の資産等の公開に関する条例の一部を改正する条例」案などを可

決した。 

９月定例会では、「真の地方分権改革の実現を求める決議」案な

どを可決し、「神奈川県知事の在任の期数に関する条例」案につい

ては、附則を修正して可決した。 

12月定例会では、昭和29年以来53年ぶりの議員提出による政策条

例である「神奈川県商店街活性化条例」案を可決した。 

２月定例会では、平成20年度当初予算案などを可決したほか、「特

別職の秘書の職の指定等に関する条例」案や議員提出による「神奈

川県議会政務調査費の交付等に関する条例の一部を改正する条例」

案及び「神奈川県がん克服条例」案を可決した。また、県議会の役

割や議員の責務等を定める「議会基本条例（仮称）」の制定に向け、

議会基本条例等調査特別委員会を設置した。 

平成20年度 

６月定例会では、「神奈川県文化芸術振興条例」案など12議案を

可決した。 
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９月定例会では、地方自治法の一部改正に伴い「神奈川県議会会

議規則の一部を改正する規則」案などを可決し、議案の審査又は議

会の運営に関し協議又は調整を行うための場に関する規定を整備

した。 

12月定例会では、委員会提出による「神奈川県議会基本条例」案

などを可決した。 

１月臨時会では、「緊急経済対策調査特別委員会」を設置した。 

２月定例会では、平成21年度当初予算案及び12月定例会から継続

審査となっていた「神奈川県犯罪被害者等支援条例」案などを可決

し、「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」案及び12月

定例会から継続審査となっていた「神奈川県自治基本条例」案につ

いて、一部修正の上、可決した。「神奈川県地球温暖化対策推進条

例」案については、継続審査となった。 

平成21年度 

６月定例会では、２月定例会から継続審査となっていた「神奈川

県地球温暖化対策推進条例」案などを可決し、「神奈川県在宅重度

障害者等手当支給条例の一部を改正する条例」案について、一部修

正の上、可決した。 

９月定例会では、「神奈川県議会定例会条例」及び「神奈川県議

会会議規則」の一部改正案などを可決した。 

11月臨時会では、「県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手

当に関する条例の一部を改正する条例」案などを可決した。 

12月定例会では、「住民基本台帳法施行条例」案など35議案を可

決した。「ボランタリー団体等と県との協働の推進に関する条例」

案については、継続審査となった。 

平成22年第１回定例会では、平成22年度当初予算案及び「神奈川

県水浴場等に関する条例の一部を改正する条例」案などを可決し、

12月定例会から継続審査となっていた「ボランタリー団体等と県と

の協働の推進に関する条例」案について、一部修正の上、可決した。 

平成22年度 

第２回定例会では、相模原市の政令指定都市移行に伴い、「神奈川

県議会議員の定数、選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の

数に関する条例の一部を改正する条例」案を可決した。 

第３回定例会では、緊急経済対策事業費などを計上した補正予算
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案、「神奈川県立国際言語文化アカデミア条例」案及び「神奈川県

暴力団排除条例」案などを可決した。 

平成23年第１回定例会では、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及

び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改

正する条例」案を可決し、次の一般選挙における議員定数を従来ど

おり107人とするなどしたほか、議員提出による「神奈川県歯及び

口腔の健康づくり推進条例」案などを可決した。 

平成23年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新人40人を含む107人の議員が誕生

した。 

第２回定例会では、黒岩知事が所信表明を行い、今後４年間の県

政運営の考え方を示した。また、３月に発災した東日本大震災を受

け、震災対策調査特別委員会を設置し、防災対策の充実等のための

補正予算案を可決した。 

第３回定例会では、水源環境保全税の適用期間を５年間延長する

などの所要の改正を行う「神奈川県県税条例等の一部を改正する条

例」案などを可決した。 

平成24年第１回定例会では、新たな総合計画「かながわグランド

デザイン基本構想」などを可決した。 

平成24年度 

第２回定例会では、再生可能エネルギー等の導入を図るための基

金の設置、雇用・就業機会を創出する事業、学校給食における放射

性物質の有無や量の検査などに取り組むための補正予算案を可決

した。 

第３回定例会では、地震災害対策の総合的な推進を図るための「神

奈川県地震災害対策推進条例」案などを可決した。 

平成25年第１回定例会では、神奈川県臨時特例企業税条例を違

法・無効とする最高裁判所の判決を受け、臨時特例企業税として徴

収した額を過去10年に遡り返還するための補正予算案のほか、委員

会提出による「理容師法施行条例及び美容師法施行条例の一部を改

正する条例」案及び題名を「神奈川県議会政務活動費の交付等に関

する条例」に改める「神奈川県議会政務調査費の交付等に関する条

例の一部を改正する条例」案を可決した。 

平成25年度 

くう 
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第２回定例会では、議員提出により、県のエネルギー施策の基本

となる事項を定め県経済の発展及び県民生活の安定を図るための

「神奈川県再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条例」案な

どを可決した。 

第３回定例会では、県税事務所を再編・統合し、併せて分掌事務

を見直すための「神奈川県行政機関設置条例の一部を改正する条

例」案などを可決した。 

平成26年第１回定例会では、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及

び各選挙区において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改

正する条例」案を可決し、平成27年の一般選挙から議員定数を107

人から105人へ削減することとした。 

平成26年度 

第２回定例会では、有床診療所等が実施するスプリンクラーなど

消防用設備の整備に対して助成する有床診療所等消防用設備整備

費補助などを計上した補正予算案を可決した。 

第３回定例会では、議員提出により、ろう者とろう者以外の者が

相互にその人格と個性を尊重し合いながら共生できる地域社会の

実現を図るため、手話の普及等に関する施策を推進するための基本

的事項を定めた「神奈川県手話言語条例」案などを可決した。 

平成26年12月には、「知事の専決処分事項の指定について」を改正

し、県の申立てに基づく裁判所からの支払督促に対し、債務者から

適法な督促異議の申立てがあった場合の訴えの提起を新たに専決

処分事項に指定した。 

平成27年第１回定例会では、「かながわ成長戦略実現予算」として

編成された平成27年度当初予算案のほか、薬物濫用の防止に関する

施策を実施するための「神奈川県薬物濫用防止条例」案などを可決

した。 

平成27年度 

４月に統一地方選挙が行われ、新人29人を含む105人の議員が誕生

した。 

第２回定例会では、黒岩知事が２期目の県政に臨むに当たっての

決意を表明した。また、動物保護センターを寄附により整備する「神

奈川県動物保護センター建設基金条例」案などを可決した。 

第３回定例会では、本庁機関を再編するため、「神奈川県局設置条

例の一部を改正する条例」案を可決した。 
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平成28年第１回定例会では、「神奈川モデル創造発信予算」として

編成された、一般会計で初めて２兆円を超える平成28年度当初予算

案のほか、常任委員会の名称及び所管事項を改める「神奈川県議会

委員会条例の一部を改正する条例」案及び政務活動費に係る収支報

告書等について提出期限を早めるとともに、議長が政務活動費の支

出等について調査を行うことができるようにする「神奈川県議会政

務活動費の交付等に関する条例の一部を改正する条例」案を可決し

た。 

平成28年度 

第２回定例会では、質の高い介護サービスを行っている事業所等

に対する、地域医療介護総合確保基金を活用した神奈川独自の奨励

金制度の創設などの予算措置を講じた平成28年度５月補正予算案

などを可決した。 

第３回定例会において、議場に対面式演壇及びスクリーンを導入

した。また、議会ＩＣＴを推進するため、タブレット型端末を全議

員に配布するとともに、クラウド型ファイル管理システムを導入し、

会議等における活用について試行を開始した。 

第３回定例会では、県立津久井やまゆり園において発生した事件

を受けて、「ともに生きる社会かながわ」の実現を目指し、「ともに

生きる社会かながわ憲章」を可決した。また、神奈川県立産業技術

総合研究所を設立するため、「地方独立行政法人神奈川県立産業技

術総合研究所への職員の引継ぎに関する条例」案や、子ども自立生

活支援センターを設置するため、「神奈川県立の児童福祉施設に関

する条例の一部を改正する条例」案などを可決した。 

平成29年第１回定例会では、「神奈川モデル加速化予算～スマイル

あふれるかながわを目指して～」として編成された平成29年度当初

予算案のほか、県民の心身の健全な発達、健康で明るく豊かな生活

及び活力ある地域社会の実現に寄与するため、「神奈川県スポーツ

推進条例」案を可決した。 

平成29年度 

  第２回定例会では、人手が不足している介護等の分野において新

たな人材育成の取組を実施する「職業訓練強化事業費」などの予算

措置を講じた平成29年度６月補正予算を可決した。 

  第３回定例会では、大船フラワーセンターの指定管理者の指定を



 

35 

可決したほか、県政課題や県民ニーズに的確に対応するため本庁機

関を再編する「神奈川県局設置条例の一部を改正する条例」案など

を可決した。 

  平成30年第１回定例会では、「かながわグランドデザイン総仕上げ

～子どもみらいをスマイル100歳に！～」として編成された平成30

年度当初予算のほか、県が保護した犬猫等を希望者に譲渡する取組

などの充実に向けた「かながわペットのいのち基金条例」を審議、

可決した。また、「神奈川県議会議員の定数、選挙区及び各選挙区

において選挙すべき議員の数に関する条例の一部を改正する条例」

を可決し、平成31年４月の一般選挙における議員定数を従来どおり

105人としたほか、南足柄市と足柄上郡を一選挙区に強制合区し、

選挙区数を49選挙区から48選挙区にすることとした。 

平成30年度 

  第２回定例会では、個人県民税の税額控除の対象となる寄附金を

受け入れる特定非営利活動法人の指定の更新等を行った「地方税法

第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利

活動法人等を定める条例の一部を改正する条例」などを可決した。 

  第３回定例会では、県有施設におけるコンクリートブロック塀の

安全対策や、大規模風水害に対する未然防止の取組等を行うための

９月補正予算案、台風24号により被災した農業者への支援や県の農

業用取水施設の復旧工事等を行うための11月補正予算案及び12月

補正予算案を可決したほか、「神奈川県がん情報等の提供に係る手

数料条例」などを可決した。 

  平成31年第１回定例会では、「持続可能な神奈川に向けて」として

編成された平成31年度当初予算のほか、自転車損害賠償責任保険等

の加入義務化を柱とする「神奈川県自転車の安全で適正な利用の促

進に関する条例」を審議、可決した。また、「神奈川県議会委員会

条例の一部を改正する条例」を可決し、許可制であった常任委員会、

議会運営委員会及び特別委員会を原則公開することとした。 

平成31（令和元）年度 

  ４月に統一地方選挙が行われ、新人21人含む105人の議員が誕生し

た。 

令和元年第２回定例会では、「持続可能な神奈川」を更に進化・

発展させるとともに、「未来社会創造」につながる施策をスタート
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させる令和元年度６月補正予算を可決した。また、市町村が行う森

林の整備に関する施策等への支援を行う「神奈川県森林環境譲与税

基金条例」などを可決した。 

第３回定例会は、新たな企業誘致施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」 

などを含めた９月補正予算を可決したほか、台風15号で住宅が全

壊・大規模半壊した世帯の生活再建や、被災した中小企業・農業者

の経営再建等に早急に対応するための10月補正予算案、11月補正予

算案を可決した。 

  令和２年第１回定例会では、県立学校における通信ネットワーク

整備などを含めた令和元年度２月補正予算を可決した。また、「Ｓ

ＤＧｓ最先進県神奈川 新たなステージへの挑戦」として編成され

た令和２年度当初予算及び新型コロナウイルス感染症の拡大防止

等に対応するための令和元年度３月補正予算及び令和２年度補正

予算を可決した。さらに「神奈川県議会政務活動費の交付等に関す

る条例の一部を改正する条例」を可決し、政務活動費に係る会計帳

簿等の写しについて情報公開請求を行わずに閲覧できることとし

た。 

令和２年度 

  第１回臨時会では、国の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策

を踏まえた緊急性の高い事業等を措置するための令和２年度４月

補正予算を可決した。 

  第２回定例会では、緊急事態宣言の期間延長を踏まえ、議員提出

による「県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例の一部を改正する条例」案を可決し、６月及び12月の議員の期末

手当を削減して支給することとした。また、事業活動に影響を受け

ている事業者への更なる支援を行うための令和２年度５月補正予

算を可決した。さらに、５月補正予算編成後の状況の変化を踏まえ、

早急に対応する必要がある事業を行うための令和２年度６月補正

予算（その１）及び、新型コロナウイルス感染症対策に係る国の第

２次補正予算を踏まえ、医療提供体制の維持や県内経済の再開と回

復に向けた支援など、早急に対応する必要がある事業を行うための

令和２年度６月補正予算（その２）を可決した。 

  第３回定例会では、感染症患者受入れに必要な病床確保等に対す

る空床確保料の補助や、福祉施設における感染症対策の実施に対す

る補助など、過去最大となる令和２年度９月補正予算を可決した。
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また、福祉施設における新型コロナウイルス感染症対策実施に対す

る追加補助など、早急に対応する必要がある事業を行うための11月

補正予算を可決した。さらに、議員提出により、大規模な災害その

他の緊急事態への県議会としての対応を定める「神奈川県議会基本

条例の一部を改正する条例」などを可決した。 

  令和３年第１回臨時会では、新型コロナウイルス感染症の厳しい

感染状況を踏まえ、県内全ての飲食店等への営業時間短縮要請を延

長・拡大することに伴い、要請に応じた事業者へ協力金を交付する

ための令和２年度１月補正予算を可決した。 

令和３年第１回定例会では、営業時間の短縮要請に応じた事業者

協力金を交付するとともに、高齢者施設等の従事者へ新型コロナの

集中検査を実施するための令和２年度２月補正予算（その３）、緊

急事態宣言の３月21日までの再延長期間及び宣言解除後の段階的

緩和期間に実施する営業時間の短縮要請に応じた事業者に協力金

を交付するなどのための令和２年度３月補正予算（その１）及び新

型コロナウイルスワクチンの接種体制の整備や、東京2020大会のホ

ストタウン又は事前キャンプ地における感染症対策のため、国から

の交付金を基金に積み立てるなどの令和２年度２月補正予算（その

２）を可決した。また、「コロナから『いのち』と『暮らし』を守

り抜く」として編成された令和３年度当初予算及び、緊急事態宣言

解除後のリバウンド防止対策として、４月以降も継続して実施する

営業時間の短縮要請に応じた事業者に協力金を交付するための令

和３年度補正予算を可決した。そのほか、県議会議員の議員報酬、

費用弁償及び期末手当に関する条例の改正などの令和３年度関係

議案を可決した。 

令和３年度 

  第２回臨時会、第３回臨時会、第４回臨時会では、新型コロナウ

イルス感染症に関するまん延防止等重点措置の適用を受け、県から

の要請に応じた事業者に協力金を交付するためなどの補正予算を

可決した。 

  第２回定例会では、新型コロナウイルス感染症の対策推進（事業

者支援、医療提供体制の維持、生活支援）など、早急に対応する必

要がある事業を行うための補正予算を可決した。このほか、「かな

がわボランタリー活動推進基金21条例の一部を改正する条例」など

を可決した。 
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  第５回臨時会、第６回臨時会、第７回臨時会が開かれ、緊急事態

宣言及びまん延防止等重点措置などの適用を受け、県からの要請に

応じた事業者に協力金を交付するためなどの補正予算を可決した。 

  第３回定例会では、医療提供体制の維持と感染拡大防止対策（病

床確保、宿泊療養施設の運営、抗原検査キットの園児・児童等への

配布など）や、「ワクチン・検査パッケージ制度」等の運用に必要

となる検査、感染拡大傾向時における無症状者の無料検査の実施体

制の整備など、早急に対応する必要がある事業を行うための補正予

算を可決した。このほか、「神奈川県県税条例の一部を改正する条

例」などを可決した。 

  令和４年第１回臨時会では、まん延防止等重点措置の適用を受け、

県からの要請に応じた事業者に協力金を交付するための令和３年

度１月補正予算を可決した。 

  令和４年第１回定例会では、まん延防止等重点措置の期間延長を

踏まえ、県からの要請に応じた事業者に協力金を交付するための補

正予算及び県立学校や私立学校等における感染症対策の強化や、不

妊に悩む方への特定治療の支援などの令和３年度２月補正予算（そ

の２）を可決した。また、「『いのち』と『暮らし』を守り、新しい

日常へ」として編成された令和４年度当初予算を可決した。このほ

か、「神奈川県青少年保護育成条例の一部を改正する条例」の改正

などの令和４年度関係議案を可決した。 

令和４年度 

  第２回定例会では、国の「コロナ禍における『原油価格・物価高

騰等総合緊急対策』」に対応し、県民生活や県内経済への影響を緩

和するための対策や、新型コロナウイルス感染症対策など当初予算

編成後の状況の変化により、早急に対応する必要があるものについ

て、補正予算を可決した。また、「神奈川県廃棄物の不適正処理の

防止等に関する条例の一部を改正する条例」などを可決した。 

  第３回定例会では、生活困窮者への対策や、物価高騰や新型コロ

ナウイルス感染症への対策など、早急に対応する必要がある事業を

行うための補正予算等を可決した。このほか、「神奈川県当事者目

線の障害福祉推進条例」や「神奈川県議会の保有する個人情報の保

護に関する条例」などを可決した。 

  令和５年第１回定例会では、歳入の増減や歳出不用額の見込み等

について所要の措置を講じるための２月補正予算及び国の「令和４
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年度補正予算（第２号）」等への対応が必要な事業のための令和４

年度２月補正予算（その２）などを可決した。また、令和５年４月

に知事選挙が実施されることから、骨格予算として編成された令和

５年度当初予算を可決した。この予算は、脱炭素社会の実現や人口

減少社会における次世代育成などの喫緊の課題への対応や、共生社

会の実現、水防災戦略の推進、老朽化した県有施設の整備などの事

業を着実に実施していくものである。このほか、「神奈川県職員定

数条例」の改正などの令和５年度関係議案を可決した。 

令和５年度 

  第２回定例会では、結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援や、

あたたかいコミュニティの創出に向けた「子ども・子育て支援の取

組」の推進など「持続可能な神奈川」に向けた取り組みを更に進め

るための補正予算を可決した。このほか、「神奈川県看護師等修学

資金貸付条例の一部を改正する条例」などを可決した。 

  第３回定例会では、物価高騰や国の「デフレ完全脱却のための総

合経済対策」を踏まえ、早急に対応する必要がある事業を行うため

の補正予算等を可決した。このほか、「神奈川県県税条例の一部を

改正する条例」や「神奈川県子ども・若者施策審議会条例」などを

可決した。 

  令和６年第１回定例会では、歳入の増減や歳出不用額の見込み等

について所要の措置を講じるための令和５年度２月補正予算及び

国の「令和５年度補正予算（第１号）」への対応が必要な事業のた

めの令和５年度２月補正予算（その２）などを可決した。また、か

ながわグランドデザイン基本構想の変更を可決し、新しい施策を着

実に推進するための令和６年度当初予算を可決した。この予算は、

人口減少社会における子ども・子育てへの支援や脱炭素社会の実現

など喫緊の課題への対応や、障がいに対する理解促進、障がい者の

地域生活移行等の推進、当事者目線に立った障がい福祉の実現、「災

害に強いかながわ」に向けて、デジタルの力を活用しながら県民目

線に立った行政運営を行い、県民の不安を解消し、誰もが安心して

暮らせるやさしい社会の実現を目指していくものである。このほか、

「神奈川県職員定数条例」の改正などの令和６年度関係議案を可決

した。 

令和６年度 

  第２回定例会では、能登半島地震等を踏まえた災害対策や物価高
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騰対策など、早急に対応する必要がある事業の予算として、備蓄資

機材等の緊急整備や、ＬＰガス料金の高騰に対する支援などを進め

るための補正予算を可決した。このほか、「収入証紙に関する条例

の一部を改正する条例」などを可決した。 

  第３回定例会では、ＡＩを活用した災害対応支援等など、早急に

対応する必要がある事業を行うため、補正予算等を可決した。この

ほか、「宅地造成及び特定盛土等規制法施行条例」及び「神奈川県

こども目線の施策推進条例」などを可決した。 

令和７年第１回定例会では、歳入の増減や歳出不用額の見込み等

について所要の措置を講じるための令和６年度２月補正予算、国の

「令和６年度補正予算（第１号）」への対応が必要な事業について、

所要の措置を講じるための令和６年度２月補正予算（その２）など

を可決した。また、新かながわグランドデザインに掲げる施策を着

実に推進するための令和７年度当初予算を可決した。この予算は、

子どもが健やかに育つ社会環境を整備するため、子ども・子育て支

援の推進を図るほか、2050 年脱炭素社会の実現に向けた取組を進め

るとともに、共生社会の実現に向けた障がい児・者の生活を支える

サービスの充実化や、「災害に強いかながわ」の実現に向けた新た

な神奈川県地震防災戦略等に基づく取組の推進、教員の働き方改革

の加速化による教育の質の確保と学びの充実などに取り組むもの

である。このほか、「刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関

係条例の整理等に関する条例」などの令和７年度関係議案を可決し

た。 

令和７年度 

第２回定例会では、国による高校無償化の先行措置への対応や物

価高騰対策のほか、早急に対応する必要がある事業についての補正

予算を可決した。このほか、「神奈川県行政機関設置条例の一部を

改正する条例」などを可決した。 

第３回定例会では、国の「『強い経済』を実現する総合経済対策」

に対応し、生活者や事業者に速やかな支援を行うための、補正予算

等を可決した。このほか、「神奈川県県税条例の一部を改正する条

例」などを可決した。 

令和８年第１回定例会では､歳入の増減、歳出不用額の見込みや、

国の｢令和７年度補正予算（第１号）｣の成立を受けた所要の措置を

講じるための令和７年度２月補正予算などを可決した｡また､いの
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ち輝くマグネット神奈川の実現に向けて､令和８年度当初予算を可

決した｡この予算は､子どもが健やかに育つ社会環境を整備するた

め､子ども・子育て支援の推進を図るほか､県内経済・産業の活性化

のため､日産自動車生産縮小等への対応や、宇宙関連産業の振興等

に取り組むものである。併せて、共生社会の実現に向けた､地方独

立行政法人神奈川県立福祉機構の設立や､｢災害に強いかながわ｣の

実現に向けた、新たな神奈川県水防災戦略等に基づく災害対策の推

進、GREEN×EXPO 2027に向けた取組を契機とした観光振興の推進に

も取り組むものである。このほか、「神奈川県行政手続条例の一部

を改正する条例」などの令和８年度関係議案を可決した｡ 

 

 

 


